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Ⅳ 林産物需給と木材産業

（要約）

平成18年の我が国の木材需要量（用材）は8,679万㎥であり、前年より93万

㎥増加した。国産材の供給量は前年よりも44万㎥増加し1,762万㎥となった。

また、平成18年の自給率は0.3ポイント増加し20.3％となり、２年連続の上昇

をみせている。

近年、合板用材へ国産材の供給は、スギ、カラマツ等の針葉樹を中心に急激

に増加しており、平成18年の供給量は５年前の約６倍となった。また、強度性

能が明確で、寸法安定性に優れた製品として利用が増加している集成材に対し

ても、国産材の供給は増加しており、平成18年の供給量は対前年比で55％の増

加となった。

製材工場は、出力規模の小さな工場の減少傾向が大きい状況にある。一方、

工場数では全体の６％である大規模工場が、素材消費量では全体の53％を消費

。 、 、している このような中で 消費者ニーズに対応した製品を供給していくには

スケールメリットを追求した加工体制の整備や複数の工場が連携し効率性を高

めること等が重要となっている。

また、製材工場への国産材の流通に関しては、平成18年の「木材流通構造調

査」によると原木市場を介した入荷が５年前と比べ８ポイント減少しており、

原木市場を介さない取引が増加傾向を示している。

さらに、国産材利用を総合的に推進していくためには、消費者の要請に応え

た住宅を提供する「顔の見える木材での家づくり」など地域に根ざした特色あ

る取組を進めるとともに、公共施設や公共土木工事において木材を利用するこ

とが重要である。また、京都議定書の目標達成に向けた国産材利用拡大のため

の国民運動である「木づかい運動」のほか、材料としての木材の良さやその利

「 」 。用の意義を学ぶ 木 育 と呼ばれる教育活動を進めていくことも重要である
もくいく

さらに、木質バイオマスについては、多岐にわたる利用法が実用化され、環境

に優しい資源として利用が進むことが期待される。

木材輸出については、平成13年以降増加傾向にあり、中国や韓国向けに木造

住宅を輸出する取組もみられている。



- Ⅳ-2 -

１ 木材需給の概況

（１）需給の動向

（木材需要の動向）

平成18年の我が国の木材需要量（用材）は8,679万㎥であり、平成14年以降９千

万㎥を下回る状況が続いているものの、前年よりは93万㎥増加した（図Ⅳ－１ 。）

、 、 、需要の内訳を用途別にみると パルプ・チップ用が3,691万㎥ 製材用が3,303万㎥

合板用が1,372万㎥となっており、前年と比較して製材用と合板用がわずかに増加

している。

（増加する国産材の供給量）

平成18年の国産材の供給量は前年よりも44万㎥増加し1,762万㎥となり、４年連

続の増加となった。また、ここ２年は製材用材、パルプ・チップ用材、合板用材の

いずれもが増加傾向にあり、このことは過去にもあまり見られなかった傾向である

（図Ⅳ－２ 。）

特に近年は、合板用材としての供給量が急激に伸びており、平成18年の国産材の

対前年増加量の64％を合板用材が占めている。

図Ⅳ－１ 我が国の木材需要量（用材）の推移

資料：農林水産省「木材需給表」
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平成18年の自給率は対前年比0.3ポイント増の20.3％となり、２年連続の上昇と

なった。平成18年の自給率を用途別に見ると、製材用材が35.3％、パルプ・チップ

用材が12.2％、合板用材が8.3％となっており、対前年比では製材用材が0.1ポイン

トの増加、パルプ・チップ用材が0.4ポイントの増加、合板用材が1.4ポイントの増

加となった（図Ⅳ－３ 。）

図Ⅳ－２ 国産材（用材）供給量の対前年増減量の推移

資料：農林水産省「木材需給表」
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図Ⅳ－３ 国産材自給率の推移

資料：農林水産省「木材需給表」
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このように、国産材供給量の増加を伴う自給率の上昇が２年続けてみられること

は、加工技術の向上等による合板等への国産材利用の増大に加え、外材供給の不透

明さを背景として国産材の競争力が相対的に高まってきていることの現れと考えら

れる。

（外材輸入の動向）

外材輸入の国別シェアについて、国産材の自給率が平成18年とほぼ同水準であっ

た平成７年のものとを比較すると、丸太ではロシアからの輸入が22ポイント増加し

ている。また、製材では欧州からの輸入が28ポイント増加した一方、アメリカ、カ

ナダからの輸入が28ポイント減少している。さらに、パルプ・チップにおいてもア

メリカ、カナダからの輸入が22ポイントの減少となったほか、合板等では違法伐採

対策により伐採量を制限しているインドネシアからの輸入量が減少した一方、かつ

てはほとんど実績がなかった中国からの輸入が現在は16％のシェアを占めている。

このような輸入相手国の変化は、各国の経済状況や資源状況、森林政策等の様々な

要因によっていると考えられる（図Ⅳ－４ 。）

特に近年は、中国や中近東等における木材需要が高まるなど、世界的に木材貿易

量が増加している。また、ロシア政府は、2007年２月、ロシア国内における木材加

工産業の振興等を目的として、丸太等未加工木材の輸出税を段階的に引き上げるこ

。 、 、 、とを表明した これにより これまで6.5％だった輸出税は 2007年７月には20％

2009年１月には80％に引き上げられることとなる。このため、ロシア材の輸入環境

は大きく変化する可能性を有している。

さらに、原油高やユーロ高等、外材輸入を取り巻く状況は不透明さを増す状況に

ある。
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図Ⅳ－４ 国別の木材輸入割合の動向

資料：農林水産省「木材需給表 、財務省「貿易統計」」
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（２）価格の動向

（丸太価格の推移）

近年の丸太価格をみると、輸入量の多い外材である北洋エゾマツや北洋カラマツ

の価格が上昇傾向にあるのに対し、国産材のスギやヒノキの価格は下落傾向で推移

してきた。

平成19年をみると、スギ中丸太価格は、前年平均より300円高い13,000円と若干

の上昇がみられたものの、ヒノキ中丸太価格は、前年平均より900円下落し25,400

円となった。一方、北洋エゾマツの価格は前年平均より4,300円、北洋カラマツの

価格も前年平均より4,800円高い価格となった（図Ⅳ－５ 。この価格は、スギ中丸）

太と比較して8,000～9,000円程度高い水準にある。

（製品価格の推移）

平成19年のスギ正角（乾燥材）の価格は、前年より4,400円高い60,800円となっ

た。一方、構造用材としてスギ正角（乾燥材）と競合関係にあるホワイトウッド集

成管柱（国産）の価格は、４月に前年平均より16,300円高い72,000円まで上昇した

後、６月以降急激に下落した。また、合板の価格も集成材同様に下落が見られた

図Ⅳ－５ 丸太価格の推移

資料：農林水産省「木材価格」

注 ：スギ中丸太（径14～22cm、長さ3.65～4.0m 、ヒノキ中丸太（径14～22cm、長さ3.65～4.0m））

北洋カラマツ丸太（径20cm上、長さ4.0m上 、北洋エゾマツ丸太（径20～28cm、長さ3.8m上））

のそれぞれ1㎥当たりの価格。
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（図Ⅳ－６ 。）

このような集成材や合板価格の下落は、原油価格の上昇やユーロ高等による製品

供給の逼迫等を見込んだ買い入れが進み在庫量が過剰になっていた中、住宅着工戸

数が減少し、実需が伸びなかったことによるものと考えられる。

（３）特用林産物の動向

、 、特用林産物の生産額は 平成12年以降３千億円を下回る状況が続いているものの

平成18年は、前年と比べ188億円増加し、2,959億円となった。このうち、きのこ類

の生産額は2,366億円であり全体の８割を占めている（図Ⅳ－７ 。）

図Ⅳ－６ 製品価格の推移

資料：農林水産省「木材価格 、日刊木材新聞」
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図Ⅳ－７ 特用林産物の生産額の推移

資料：林野庁業務資料
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きのこ類の生産額の内訳は、生しいたけが３割を占め、ぶなしめじ、えのきたけ

がそれぞれ２割を占めている。生しいたけの平成18年の消費量は８万３千トンであ

り、前年と比べて５千トンの減となっている。一方、国内生産量は前年と比べて

１千トン増の６万６千トンとなっている（図Ⅳ－８ 。）

このような中、クヌギ等の森林資源を活用した原木しいたけ生産は生産者の高齢

化等により減少傾向にあり、菌床栽培が増加してきている。中山間地域における森

林資源を原木として活用する原木しいたけ生産を維持していくには、作業の機械化

による生産性の向上、担い手の育成等を推進していくことが必要である。

他方、栽培方法、原産地表示等について消費者の関心が高まる中、生しいたけに

ついて「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律 （JAS法）に基づく」

「しいたけ品質表示基準」が平成18年６月に制定されており 「名称 「原産地」、 」、

に加え「栽培方法（ 原木」または「菌床 」の表示が義務づけられている。「 」）

また、消費者の食品に対する志向として安全・安心へのこだわりが高まる中、有

機JAS制度では有機農産物の生産方法等の基準を定め、この基準に適合した生産者を認

定している。きのこ類については、栽培に使用する原木等の資材や種菌等について

の基準が平成18年10月に定められた。この基準では、禁止された農薬等を使用して

いない区域で伐採された資材を使用すること等を定め、この生産方法に基づく生産

者が認定を受け始めている。今後は、こうした認定を取得する生産者が増加するこ

とにより、消費者ニーズに対応した高品質の商品の供給や消費者への適切な情報提

図Ⅳ－８ 生しいたけの消費量（国産・輸入別）と国内品に占める

菌床栽培の割合の推移

資料：林野庁業務資料

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

平 成 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 （ 年 ）

（ 千  t ）

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

（ ％ ）

輸 入

国 産 に 占 め る
菌 床 栽 培 の 割 合

国 産



- Ⅳ-9 -

供等が進むことが期待されている。

また、木炭は輸入量が増加する一方、平成18年の国内生産量は、２千トン減の３

万３千トンとなり、自給率は18％となっている。今後は、燃料用だけではなく、木

炭の特徴である多孔質を活かした土壌改良材、床下調湿材等としての需要の拡大や

新たな用途の開発にも積極的に取り組んでいくことが重要である。

このような取組を通じて、特用林産物の生産振興を図ることは、就労機会の創出

等による山村地域の活性化だけではなく、きのこ栽培の原木や薪炭材等として、里

山等にある資源の活用が進むことにより、里山等の適切な維持管理を図ることにも

つながるものである。

２ 木材産業をめぐる動き

（１）木材産業を取り巻く状況

（新設住宅着工戸数等の動向）

近年、年間120万戸前後で推移してきた新設住宅着工戸数は、平成18年には、対

前年比で４％増加し129万戸となった。そのうち、木造住宅の着工戸数は、対前年

比３％増の約56万戸となった。

、 、 、木造住宅については その８割が木造軸組工法によって建築されており さらに

そのうち約８割の住宅においてプレカット材が用いられている。また、近年、ツー

バイフォー工法が増加傾向で推移している（図Ⅳ－９ 。）

マンション等の非木造住宅は、平成19年は減少したものの平成15年以降増加傾向

にあり、新設住宅着工戸数の過半を占めていることから、内装材等の分野での需要

の拡大が期待される。

このため、建築用途向けの国産材需要の拡大を進めるにあたっては、木造軸組工

法の動向に加え、近年増加している分野に対応していくことが重要となってきてい

る。

さらに平成19年の新設住宅着工戸数については、同年６月に建築確認・検査の厳

格化等を内容とする改正建築基準法が施行されたことに伴い建築確認手続きが遅れ

たことなどから、７月以降の新設住宅着工戸数が前年比で大幅に減少し、106万戸
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となった。

木材産業においては、合板の在庫量が前年に比べて大幅に増加し、製材品の在庫

は前年に比べて高い水準となった。木材価格については、６月以降、集成材や合板

が大幅に値を下げ、国産材丸太及び製材品については大幅な下落はなかったものの

低調に推移した。こうしたことから、素材生産業者、製材業者等を対象として資金

の貸付や保証などの措置が講じられている。

（合板用材、集成材を取りまく状況）

近年、住宅の耐震性や製品の品質・性能に対する消費者ニーズの高まりにより、

強度性能が明確で寸法安定性に優れた製品が求められている。このような中、施工

性に優れ、耐震性を高める製品として、スギを使用した構造用合板の需要が伸びて

いる。集成材も強度性能が明確で、寸法安定性に優れた製品として構造材での利用

が増加している。

平成18年の合板用材の供給量は1,372万㎥となり、そのうち854万㎥が製品輸入、

404万㎥が輸入丸太、114万㎥が国産材による供給であった。また、合板への国産材

の供給はスギ、カラマツ等の針葉樹を中心に急激に増加しており、平成18年には５

年前の約６倍にあたる114万㎥となった。その結果、合板用素材に占める国産材の

割合は22％となり平成13年の３％と比較すると19ポイントの増加となった。特に、

スギは平成13年には合板用材としてほとんど利用されていなかったが、平成18年に

図Ⅳ－９ 新設住宅着工戸数（木造住宅）の工法別割合

資料：国土交通省「住宅着工統計」
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は80万㎥が利用されている（図Ⅳ－10 。）

一方、平成18年の集成材製品の供給量は265万㎥となり、そのうち製品輸入が97

万㎥、国内生産が168万㎥であった。また、国内生産ではスギ、カラマツを利用す

る動きが見られており、集成材の原料となる国産材は対前年比55％増の約30万㎥と

なった。その結果、国内生産される集成材のうち、国産材の占める割合は18％とな

った（図Ⅳ－11 。）

今後は、国産材原木を供給する林業と加工側の木材産業が一層連携を深めること

により、原木の安定供給とともに品質・性能の確かな製品の安定供給に取り組み、

スギ等の国産材の新たな需要先を定着・拡大していくことが重要である。

図Ⅳ－11 集成材製品の供給量内訳の推移

資料：財務省「貿易統計 、林野庁業務資料」
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図Ⅳ－10 合板用素材（国産材）の供給量の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書 「木材統計」」、
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（パルプ・チップの動向）

近年、パルプ・チップ用材全体の供給量は減少傾向で推移し、平成18年は3,690

万㎥となったものの、国産材については増加傾向で推移し、450万㎥となった。こ

のような状況から、自給率については前年より0.4ポイント増加し、12.2％となっ

た。

木材チップの生産量は、近年、横這い傾向で推移し、平成18年は590万ｔとなっ

た。これを原材料の別でみると、原木、工場残材を原材料とするものがともに39

％、解体材・廃材を原材料とするものが22％、林地残材を原材料とするものが

１％となっている。

チップの用途についてみると、９割以上がパルプ用として利用されているが、

木質ボードや燃料への利用もみられている。

今後、製紙用等のパルプ・チップ用材として、建築用材のみならず間伐材等が

効率的に利用されるような仕組みづくりを推進することが重要である。

（製材品と製材工場の動向）

製材品についても、合板、集成材と同様に、品質・性能の確かな製品が求められ

ている中、人工乾燥材の出荷量は増加傾向にある。また、建築用製材品に占める人

工乾燥材は増加傾向にあるものの、約２割と低位な状況にある。今後、品質・性能

の確保を図り、需要者ニーズに対応した製品の供給体制を整備していくことが重要

である。

平成18年の製材工場数は8,482工場であり、平成13年の工場数の約８割にまで減

。 （ ）。少している 特に出力規模の小さな工場の減少傾向が大きい状況にある 図Ⅳ－12

また、１工場当たりの素材消費量を平成13年と比較すると、300kw以上の大規模

工場は20％増となっているのに対し、中規模工場（75～300kw未満）、小規模工場

（7.5～75kw未満）では減少しており、規模が小さくなるほど素材消費量の減少率

が大きくなっている（表Ⅳ－1 。）
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この結果、平成18年には、工場数では全体の６％を占める300kw以上の工場が、

素材消費量では全体の53％にあたる1,077万㎥を消費する構造となっている。

近年、需要者のニーズは品質・性能の確かなものへ高まっており、今後、乾燥材

などを安定的に供給するための体制整備を進めることが重要となっている。また、

新生産システムといったモデル事業では品質・性能の確かな製品の安定供給を図る

表Ⅳ－1 出力規模別の製材工場１工場当たり素材消費量

資料：農林水産省「木材需給報告書 「木材統計」」

（ｍ３）
大規模

7.5ｋｗ～ 22.5～ 37.5～ 75.0～ 150.0～ 300.0kw以上

平成13年 286 446 840 2,224 4,818 18,670 2,142
平成18年 208 370 728 1,992 4,651 22,444 2,394

増減率（％） -27 -17 -13 -10 -3 20 12

規模別増減率（％） 20

計
小規模 中規模

-17 -6

図Ⅳ－12 出力規模別製材工場数

資料：農林水産省「木材需給報告書 「木材統計」」
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ために、数万㎥規模の工場を整備している。

このような状況の下、素材消費量が増加している大規模工場は、品質・性能の確

かな製品を生産する中心的な役割を担っており、需要者ニーズに対応した製品を安

定的に供給し、外材製品に対する競争力を高めるにはスケールメリットの追求が必

要である。また、製材工場の多くを占める中小規模の工場は、素材消費量が減少し

ており、単独の工場がスケールメリットを追求していくことよりも、地域における

複数の工場が施設の整備状況等を踏まえ、連携を図りつつ効率性を高めるような体

制整備を進めることが必要と考える。

具体的な整備方向のイメージとしては、例えば、大規模工場が単独でさらなる大

規模化を図り効率性を高めるには、原料調達や出荷等を直送で行うなどの経営の工

夫を行いつつ、スケールメリットを追求することが考えられる。複数の工場が連携

し、効率性を高めるには、一次加工を行う複数の工場と乾燥・仕上げを行う中核と

なる工場が連携し、グループとして大規模化を図ること等が考えられる。また、こ

のような方向とは別に、森林所有者、製材工場、工務店等が連携し、地域に根ざし

た特色ある取り組みや、消費者のこだわりに応えた家づくりなどに取り組むことな

どが考えられる（図Ⅳ－13 。）

図Ⅳ－13 整備方向のイメージ

資料：林野庁業務資料、農林水産省「平成18年木材統計」
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